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回次
第19期

第１四半期累計期間
第18期

会計期間
自　2023年６月１日
至　2023年８月31日

自　2022年６月１日
至　2023年５月31日

売上高 （千円） 175,249 372,072

経常損失（△） （千円） △85,564 △323,924

四半期（当期）純損失（△） （千円） △86,677 △1,105,199

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － －

資本金 （千円） 100,000 100,000

発行済株式総数

　普通株式

　Ａ種優先株式

　Ｂ種優先株式

（株）

（株）

（株）

26,081,500

－

－

80,000

96,507

84,308

純資産額 （千円） 5,127,254 5,199,830

総資産額 （千円） 5,793,198 5,832,806

１株当たり四半期（当期）純損失(△) （円） △5.75 △138.15

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益 （円） － －

１株当たり配当額 （円） － －

自己資本比率 （％） 88.50 89.15

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社を有していないため記載しておりません。

３. 当社は、2023年７月12日開催の取締役会において、Ａ種優先株式及びＢ種優先株式のすべてにつき取得する

ことを決議し、2023年７月27日付で自己株式として取得し、対価としてＡ種優先株式及びＢ種優先株式１株

につきそれぞれ普通株式１株を交付しております。また当社が取得したＡ種優先株式及びＢ種優先株式のす

べてを同日付で消却しております。なお、2023年８月30日開催の定時株主総会において、種類株式を発行す

る旨の定款の定めを廃止しております。

４. 当社は、2023年７月12日開催の取締役会決議により、2023年８月30日付で普通株式１株につき100株の割合

で株式分割を行っておりますが、第18期の期首に当該株式の分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期

（当期）純損失を算定しております。

５．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半

期（当期）純損失であり、また、当社株式は非上場であるため期中平均株価が把握できませんので記載して

おりません。

６．当社は、第18期第１四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第18期第１四半期累

計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会

社における異動もありません。

2023/10/26 16:40:42／23047188_株式会社ＱＰＳ研究所_公開申請書類（第１四半期）

- 2 -



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告書

（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、当社は、前第

１四半期累計期間については、四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間との比較分析は行って

おりません。

(1）財政状態の状況

　（資産）

　当第１四半期会計期間末における流動資産は3,291,946千円となり、前事業年度末に比べ572,688千円減少いたし

ました。これは主に、売掛金及び契約資産の増加182,972千円、現金及び預金838,603千円の減少等によるものであ

ります。

　当第１四半期会計期間末における固定資産は2,501,251千円となり、前事業年度末に比べ533,079千円増加いたし

ました。これは主に、５号機以降の製造進捗及び建設仮勘定を人工衛星へ振替えたこと等によるものであります。

　この結果、当第１四半期会計期間末における資産合計は5,793,198千円となり、前事業年度末に比べ39,608千円

減少しました。

（負債）

　当第１四半期会計期間末における流動負債は350,964千円となり、前事業年度末に比べ25,673千円増加しまし

た。これは主に、買掛金の増加88,597千円、未払金の減少等によるその他流動負債の減少40,384千円等によるもの

であります。

　当第１四半期会計期間末における固定負債は314,979千円となり、前事業年度末と比べ7,294千円増加しました。

これは主に、繰延税金負債の増加7,294千円によるものであります。

　この結果、当第１四半期会計期間末における負債合計は665,943千円となり、前事業年度末に比べ32,967千円増

加いたしました。

（純資産）

　当第１四半期会計期間末における純資産合計は5,127,254千円となり、前事業年度末に比べ72,575千円減少いたし

ました。これは主に四半期純損失の計上により利益剰余金が86,677千円減少したこと等によるものであります。な

お、2023年８月30日開催の第18回定時株主総会決議に基づき資本剰余金を1,492,430千円減少し、利益剰余金に振り

替え、欠損補填をおこなっております。

　これらの結果、自己資本比率は前事業年度末の89.15％から88.50％となりました。

(2）経営成績の状況

　当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルスの感染法上の位置づけが５類に移行したこと

から各種行動制限が大幅に緩和され、経済活動が正常化に向けて回復する動きが見られました。その一方で、ウク

ライナ侵攻の長期化に伴うエネルギー価格や原材料価格の高騰による景気後退の懸念等により、依然先行き不透明

な状況が続いております。

　このような状況の中、2023年６月13日に当社の小型ＳＡＲ衛星QPS-SAR６号機「アマテル-Ⅲ」が打上げに成功

し、民間のＳＡＲ衛星として日本最高となる分解能46cmの画像取得を発表しております。また、第２四半期以降に

予定しているQPS-SAR５号機の打上げに向けての準備も行ってまいりました。販売面では、内閣府の「令和５年度 

小型ＳＡＲ衛星コンステレーションの利用拡大に向けた実証」を中心とした画像販売を実施してまいりました。

　以上の結果、当第１四半期累計期間におきましては、売上高175,249千円、営業損失85,940千円、経常損失

85,564千円、四半期純損失は86,677千円となりました。

　なお、当社は地球観測衛星データ事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略しております。

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありませ

ん。

(4）経営方針・経営戦略等
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　当第１四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第１四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。

(6）財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当第１四半期累計期間において、財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針について重

要な変更はありません。

(7）研究開発活動

　当第１四半期累計期間における研究開発活動の金額は、30,844千円であります。

　なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(8）従業員数

　当第１四半期累計期間において、当社の従業員数に著しい増加又は減少はありません。

(9）生産、受注及び販売の実績

　当第１四半期累計期間において、当社の生産、受注及び販売の実績に著しい変動はありません。

(10）主要な設備

　当第１四半期累計期間において、主要な設備に著しい変動はありません。

(11）経営成績に重要な影響を与える要因

　当第１四半期累計期間において、経営成績に重要な影響を与える要因はありません。

(12）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社の主な資金需要は、小型ＳＡＲ衛星の製造・打ち上げ・運用のための研究開発費や販売費及び一般管理費等

の事業費用であり、これら事業上必要な資金は手許資金で賄う方針でありますが、事業収益から得られる資金だけ

でなく、エクイティファイナンスや金融機関から必要な資金の獲得により調達しております。また、資金の流動性

については、資金効率を考慮しながら、現金及び現金同等物で確保するよう図っております。

　現預金保有残高については、当第１四半期末における現金及び現金同等物が2,686,203千円であり、十分な流動

性を確保しております。

(13）継続企業の前提に関する重要事象等について

　当社は、小型衛星コンステレーションによるリアルタイム観測の実現というビジョンを掲げ、地球観測衛星デー

タ事業を推進しております。地球観測衛星データ事業においては衛星の製造及び打上げに伴う大規模な先行投資が

必要であり、打ち上げた衛星から得られる地球観測データ及び画像の販売による投資回収までに期間を要します。

そのため、前事業年度において継続的な営業損失の発生及び営業キャッシュ・フローのマイナスを計上しており、

当第１四半期累計期間におきましても営業損失85,940千円を計上しており、継続企業の前提に重要な疑義を生じさ

せるような事象又は状況が存在しております。

　ただし、当該重要事象等を解決するために以下の対応策を実施していることから、継続企業の前提に関する重要

な不確実性は認められないと判断しております。

①小型ＳＡＲ衛星を活用したビジネスモデルの拡大

　安全保障分野に関する販売及び収益の拡大に加え、民間における協働の可能性を模索している分野でのビジネス

モデルを早期に構築し、事業の拡大を図ってまいります。

②小型ＳＡＲ衛星の技術開発とインフラ構築の推進

　継続的な収益拡大のために小型高分解能ＳＡＲ衛星によるコンステレーションの実現に邁進してまいります。ま

た、同衛星の撮像能力向上とともに、同衛星が取得する観測データを迅速かつ簡便にエンドユーザーに提供するイ

ンフラの構築と技術開発を推進いたします。

③製造、販売体制の強化
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　中長期的には自社コンステレーション並びに他社販売に伴う衛星製造数量の増加とコストダウン圧力に対応すべ

く、開発人材の新規採用や製造工場の新設等により年間10機を生産可能な量産体制の構築を進め、更に衛星の販売

並びに地球観測データビジネスのモデル構築のための事業開発、マーケティング及び販売の体制強化を図ってまい

ります。

④資金調達の実施

　当社にとって技術開発活動及び事業基盤の拡充を推進することは継続的な発展のために重要であり、そのために

は状況に応じて機動的に資金調達を行う必要があります。今後も技術開発活動及び事業基盤の拡充に向けて資金調

達の可能性を検討し、推進してまいります。なお、「第４　経理の状況　１　四半期財務諸表　注記事項（重要な

後発事象）」に記載の通り、取引先銀行とコミットメント型シンジケートローン契約の締結を実施し、事業運営に

十分な資金を確保しております。

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

  なお、当社は、2023年10月13日開催の取締役会において、株式会社三井住友銀行をアレンジャーとするシンジケー

トローン契約を2023年10月24日付けで締結することを決議し、2023年10月24日付けで契約を締結いたしました。詳細

につきましては、「第４　経理の状況　１　四半期財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」をご参照ください。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2023年８月31日）

提出日現在発行数（株）
（2023年10月31日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 26,081,500 26,081,500 非上場

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

100株であります。

計 26,081,500 26,081,500 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式総数
増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2023年７月27日

（注）１

普通株式

180,815

Ａ種優先株式

△96,507

Ｂ種優先株式

△84,308

普通株式

260,815
－ 100,000 － 6,577,403

2023年８月30日

（注）２ ３
25,820,685 26,081,500 － 100,000 △1,492,430 5,084,972

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

　（注）１．2023年７月12日開催の取締役会においてＡ種優先株式及びＢ種優先株式のすべてにつき、定款に定める取得

条項に基づき取得し、2023年７月27日付で自己株式として取得し、対価として当該Ａ種優先株主及びＢ種優

先株主にＡ種優先株式及びＢ種優先株式１株につき普通株式１株を交付しております。また、当社が取得し

たＡ種優先株式及びＢ種優先株式は、2023年７月27日付で会社法第178条に基づきすべて消却しておりま

す。

２．2023年７月12日開催の取締役会決議により、2023年８月30日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分

割を行っております。

３. 資本準備金の減少は欠損填補によるものであります。

2023/10/26 16:40:42／23047188_株式会社ＱＰＳ研究所_公開申請書類（第１四半期）

- 6 -



（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

2023年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　26,081,500 260,815

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 26,081,500 － －

総株主の議決権 － 260,815 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

②【自己株式等】

　　　　　該当事項はありません。

２【役員の状況】

　前事業年度の定時株主総会終了後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、株式会社東京証券取引所の「有価証券上場規程」第216条第６項の規定に基づき、第１四半期会計期間

（2023年６月１日から2023年８月31日まで）及び第１四半期累計期間（2023年６月１日から2023年８月31日まで）に

係る四半期財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社には子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

４．最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

　当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同

四半期との対比は行っておりません。
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（単位：千円）

前事業年度
（2023年５月31日）

当第１四半期会計期間
（2023年８月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,524,807 2,686,203

売掛金及び契約資産 23,094 206,066

その他 316,732 399,676

流動資産合計 3,864,634 3,291,946

固定資産

有形固定資産

　人工衛星（純額） － 769,898

　建設仮勘定 1,861,433 1,615,843

　その他（純額） 72,995 67,341

　有形固定資産合計 1,934,428 2,453,083

無形固定資産 30,561 45,232

投資その他の資産

　破産更生債権等 765,523 800,740

　その他 3,182 2,936

　貸倒引当金 △765,523 △800,740

　投資その他の資産合計 3,182 2,936

固定資産合計 1,968,171 2,501,251

資産合計 5,832,806 5,793,198

負債の部

流動負債

買掛金 8,273 96,870

契約負債 188,776 178,973

受注損失引当金 37,381 24,643

その他 90,860 50,476

流動負債合計 325,291 350,964

固定負債

長期借入金 300,000 300,000

　繰延税金負債 7,684 14,979

固定負債合計 307,684 314,979

負債合計 632,976 665,943

純資産の部

　株主資本

　資本金 100,000 100,000

　資本剰余金 6,577,403 5,084,972

　利益剰余金 △1,492,430 △86,677

株主資本合計 5,184,972 5,098,295

　評価・換算差額等

繰延ヘッジ損益 14,857 28,959

評価・換算差額等合計 14,857 28,959

　純資産合計 5,199,830 5,127,254

負債純資産合計 5,832,806 5,793,198

１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】
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（単位：千円）

当第１四半期累計期間
（自　2023年６月１日

至　2023年８月31日）

売上高 175,249

売上原価 117,512

売上総利益 57,737

販売費及び一般管理費 143,678

営業損失（△） △85,940

営業外収益

受取利息 20

講演料収入 356

為替差益 379

営業外収益合計 756

営業外費用

支払利息 378

その他 1

営業外費用合計 379

経常損失（△） △85,564

税引前四半期純損失（△） △85,564

法人税、住民税及び事業税 1,113

法人税等合計 1,113

四半期純損失（△） △86,677

（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】
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当第１四半期累計期間
（自　2023年６月１日

至　2023年８月31日）

減価償却費 9,574千円

【注記事項】

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費は、次のとおりであります。

（株主資本等関係）

当第１四半期累計期間（自2023年６月１日　至2023年８月31日）

１．配当金支払額

　　該当事項はありません。

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後と

なるもの

　　該当事項はありません。

３．株主資本の金額の著しい変動

　　当社は、2023年8月30日開催の第18回定時株主総会決議に基づき資本剰余金を1,492,430千円減少し、利益剰

　余金に振り替え、欠損補填を行っております。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第１四半期累計期間（自　2023年６月１日　至　2023年８月31日）

　当社は、地球観測衛星データ事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

当第１四半期累計期間

（自　2023年６月１日

　　至　2023年８月31日）

一時点で移転される財又はサービス

一定の期間にわたり移転される財又はサービス

94,099

81,149

顧客との契約から生じる収益 175,249

その他の収益 －

外部顧客への売上高 175,249

（収益認識関係）

　当社は、地球観測衛星データ事業の単一セグメントであり、主要な顧客との契約から生じる収益をサービス区

分に分解した情報は、以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
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当第１四半期累計期間
（自　2023年６月１日

至　2023年８月31日）

１株当たり四半期純損失（△） △5円75銭

（算定上の基礎）

四半期純損失（△）（千円） △86,677

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △86,677

普通株式の期中平均株式数（株） 15,075,370

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前

会計年度末から重要な変動があったものの概要

－

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　　　　　（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半

　　　　　　　　　　期純損失であり、また、当社株式は非上場であるため期中平均株価が把握できませんので記載して

　　　　　　　　　　おりません。

　　　　２．2023年７月17日開催の取締役会決議により、2023年８月30日付で普通株式１株につき100株の株式

　　　　　　分割を行っておりますが、期首に株式分割が行われたと仮定し、１株あたり四半期純損失を算定し

　　　　　　ております。

（重要な後発事象）

　（多額の資金の借入）

　当社は2023年10月13日開催の取締役会において、株式会社三井住友銀行をアレンジャーとするコミット型シン

ジケートローン契約を締結することを決議し、2023年10月24日付で契約を締結いたしました。

（1）資金使途　　　小型ＳＡＲ衛星製造に係る設備投資資金

（2）借入先　　　　取引先金融機関８社

（3）組成金額　　　5,000,000千円

（4）借入利率　　　基準金利＋スプレッド

（5）契約締結日　　2023年10月24日

（6）コミット期間　2023年10月31日から2024年10月28日

（7）返済期限　　　2028年10月31日

（8）担保等の有無　無担保、中小機構債務保証制度による債務保証

（9）財務制限条項　以下の財務制限条項が付されております。

　　 ①  2024年５月期以降の各事業年度末日における貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を正の値に

         維持すること。

     ②  2024年５月期以降の各事業年度末日における貸借対照表に記載される数値を基に算出されるD/Eレシオ

        （計算式：有利子負債÷純資産合計）を1.0以下に維持すること。なお、本契約において「有利子負債」

         とは、短期借入金、一年内返済長期借入金、一年内償還予定社債（割引債及び新株予約権付社債を含む

         がこれに限らない。）、長期借入金、社債（割引債及び新株予約権付社債を含むがこれに限らな

         い。）、受取手形割引高等をいう。

     ③  2024年５月期以降の各事業年度末日における貸借対照表に記載される現預金の合計金額を10億円以上に

         維持すること。

２【その他】

　　　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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